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	⑴　会社は、団体交渉の申入れに応じなかった理由について、会社の執行役員であるＺ（以下「Ｚ執行役員」という。）が組合からの送付書類を所持し、会社が令和５年４月３日の組合からの電子メール受信後に同人に連絡をしたものの、対応は見送られ、その後同人が退職した旨を主張する。
	しかし、組合の「労働組合加入通知書」及び「団体交渉申入書」は、会社に対して送付したものであり、３月29日には会社に到達しているのであるから、会社として対応すべきものであって、会社内部におけるＺ執行役員との情報共有や意思疎通の不足等は、組合からの団体交渉申入れに応じない正当な理由にはならない。
	仮に、Ｚ執行役員が３月29日に会社に到達した書類を所持したままであったとしても、会社は、４月３日にも組合からの電子メールを受信したのであるから、その時点で、同人に対し、組合からの申入内容や組合への回答状況を確認し、同人が回答していない場合、あるいは、同人が回答しているかどうか不明の場合には、会社として速やかに組合に回答するなど、団体交渉の開催に向けて必要な対応を行うべきであったといえる。
	結局のところ、会社は、組合からの電子メール受信後も、組合に対して一切連絡をしておらず、その結果、団体交渉にも応じていないのであるから、会社の対応は、正当な理由のない団体交渉拒否に該当する。
	⑵　上記のほか、会社は、団体交渉に応じなかった経緯について、Ｘの勤務継続意思が不明であり、コミュニケーションを意図的に拒否していることに不審を抱いたこと、Ｘの欠勤時の連絡に関する問題や同人が上司の業務指示に従わないことなど勤務態度が悪かったことを主張している。
	しかし、会社が、Ｘの勤務継続の意思を確認したいのであれば、組合からの団体交渉申入れに速やかに応じ、団体交渉の席で、組合に対して確認することもできたのであり、また、会社が主張するＸの勤務態度やコミュニケーション拒否などについても、組合との協議を通じて、Ｘとコミュニケーションを図り、解決していくことも可能であったと考えられる。
	したがって、会社の上記各主張は、いずれも組合との団体交渉に応じない正当な理由になり得ないことは明らかであり、前記⑴の判断を左右しない。
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